
































































































































































































































































































































































































































































































































ついて』（2006 年 9月 19日）で示された内容に基づいている。
７）本調査は、全国から 10団体を抽出し、小学校 2・5年生、中学校 2年
生とそれらの保護者に対して実施された。それぞれの回収数と回収率は、
























齢社会を視座においた大学の開放講座 ( リカレント教育事業 ) の新たな
可能性について」（第 36号：2015）があげられる程度である。
12）11）の松田の論考と同じ。pp23-41
13）ミクロレベルの関係性に着目する場合、ソーシャル・キャピタル論を用
いることが有効であると考える。その定義については、以下を参照のこ
と。ロバート・Ｄ・パットナム『孤独なボウリング』柴内康文訳，柏書
房，2006，pp15-16
14）松原治郎・鐘ヶ江晴彦『地域と教育』第一法規，1981，pp14-15　
15）14）と同じ。p7
11）14）と同じ。pp36-37
17）矢野峻『地域教育社会学序説』東洋館出版社，1981、増山均『子ども
組織の教育学』青木書店，1986
18）佐藤三三「「地域の教育力」研究方法試論」『弘前大学教育学部紀要』第
64号，1990，p105
「地域の教育力」に関する概念整理と分析枠組み
111
19）18）と同じ。pp105-106
21）佐藤一子「「地域の教育力」をめぐる理論的諸問題」『一橋論叢』121巻2号，
1999，p252
21）21）と同じ。p260
22）21）と同じ。p252
23）三好正彦「”地域の教育力 ”概念に関する一考察」『大阪女子短期大学紀
要』第 38号，2013，p25
24）参考文献に関しては、13）と同じ。筆者は、ソーシャル・キャピタル論
を用いて「社会教育行政の施策が地域の教育力向上に与える影響」をテー
マに博士論文を執筆中である。さらに、地域資源の活用に着目した論文
としては、神田雅貴「地域子ども教室を通じた地域の教育環境の充実
――地域資源の教育的な活用プロセス――」『日本生涯教育学会論集』
第 36号，2015，p185-194 を参照のこと。
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